
労働者の加齢と技術変化
• 労働者の知的能力構造の変化をどのように活かすか

？

• AIに代替される仕事：大量に早く処理する、定型的な
仕事は消滅（流動性知能）

• 補完、誘発される仕事：対人サービス分野における相
談、説得、コーチ（共感、感情：結晶性知能）

• チームの統括、調整：個人の能力の総和以上の能力
を生み出す（指導、調整力：結晶性知能）

• 全く異なる領域、分野の組み合わせ、多様な経験

• 長期の就労意欲：企業・産業・職業の消滅、流動化を
前提に汎用性のある能力の開発、維持、健康状態の
維持
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複役社会の実現

• 従来：教育→就労→引退（直線型）

• 今後：教育→仕事A,仕事B、ボランティア、学習（多様な経験
が相互に価値を高める）

• １）全員複役社会（日本アカデメイア「長期ビション研究会」戦
後７０年我々が次の世代に残すべき日本の姿～２０３０年を
見据えて～）

• ２）「変わり続ける力」：スキル、ナレッジ、バランスのとれた生
活、友人関係、自己認識、幅広いネットワーク

• ３）大企業に退蔵された中高年の活用（企業による人材版ふ
るさと納税）

31



２）ライフコースにおける健康の維持・向上と
インセンティブ

（出典：WHO（2015）「高齢化と健康に関するワ
ールドレポート」）



３）2030年、出生数70万－80万人の子ども
に良好な生育環境を整備する

貧困は一時的なものか？世代間の貧困連鎖

出所：

33

Corak, Miles (2012): “Inequality from Generation to Generation: The United States in Comparison”, in 
R.Robert Rycroft (ed.): The Economics of Inequality, Poverty and Discrimination in the 21st Century,ABC-
CLIO.



都道府県別子ども(18歳未満)の貧困率推計（2009年）

(出所)駒村ほか(2016)より作成
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どのようなルートで貧困の世代間連鎖が発生するのか？

• １）所得による、①進学機会（学力）、②学習
塾への機会（学力）、③多様な経験・文化的な
刺激の不足

• ２）健康：医療アクセス、食事・栄養、身体（
歯・肥満）、精神・心理状態

• ３）親の「時間の貧困」
• ４）生活環境、生活習慣：価値観、社会観、規
範等

• ５）非認知能力：心理的な課題、脳機能・構造
への悪影響（「癒やされない傷」）

• ６）社会的ネットワーク
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児童養護施設等入所児童の虐待経験
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出所：厚生労働省（2015）「平成25年児童養護施設入所児童等調査」



出所：東京都福祉保健局（2011）「東京都児童養護施設等退所者へのアンケート調査報告書」

養護施設等出身者の退所後の状況：学費、保証人の
問題
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横浜市子どもの貧困対策に関する計画（平成28年度～平成32年度）【平成
28年３月策定】

出所：http://www.city.yokohama.lg.jp/kodomo/action/plan/kodomoplan2016-2021.html 38



癒やされない傷（虐待経験）
報告者（発表年） 被験者数 被験者年齢（範 検査方法 障害部位 結果
Carrion (2010) 被虐待児：16人　（虐待に関

連したPTSSに罹患）
11歳（10～17歳） ｆMRI 海馬 機能低下

正常対照：11人
Carrion (2009) 被虐待児：24人　（虐待に関

連したPTSSに罹患）
11歳（7～14歳） MRI 前頭前野 ボリューム増加

正常対照：24人 橋・小脳虫部 ボリューム減少
DeBellis (2002) 被虐待児：43人　（虐待に関

連したPTSSに罹患）
12±2歳 MRI 左右の上側頭回 ボリューム増加

正常対照：61人 (6.7～17歳） 左右差（左＞
上側頭回灰白質 ボリューム増加

左右差（左＞
上側頭回白質 ボリューム増加

DeBellis (2002) 被虐待児：28人（男　14/女
14）　（虐待に関連したPTSS

に罹患）

11±3歳 MRI 前頭前野
（Brodmann9 野）、

右側頭葉

ボリューム減少

正常対照：66人 (4.9～16.5歳） 前頭葉前部皮質灰 ボリューム減少
脳全体と大脳 ボリューム減少

脳梁とその内部領 ボリューム減少
前頭葉部髄液 ボリューム増加

Carrion (2001) 被虐待児：24人　（虐待に関
連したPTSSに罹患）

11歳(7～14歳） MRI 前頭葉 左右差の消失

正常対照：24人 大脳全体 ボリューム減少
De Bellis (1999) 被虐待児：44人　（虐待に関

連したPTSSに罹患）
（6.7～17歳） MRI 大脳全体 ボリューム減少

正常対照：61人 脳梁の矢状断部領 ボリューム減少
脳梁の正中部と後 ボリューム減少

Kitayama (2006) 虐待経験者：8人　（性的虐
待に関連したPTSDに罹患）

MRI 右前帯状回 ボリューム減少

健常被験者：13人（PTSDで
はない）

Bremner (2003) 虐待経験者：10人　（性的虐
待に関連したPTSDに罹患）

40±6歳 PET 前頭前野皮質
（Brodmann9 野）

機能異常

PTSDではない虐待経験者：
11人

帯状回前部
（Brodmann32 野）

機能異常

眼窩前頭皮質
（Brodmann25 野）

機能異常

左の海馬 ボリューム減少
扁桃体 機能異常

小児

成人

出所：友田明美（2016）『新版 いやされない傷』診断と治療社
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子ども学習支援事業の実施割合（2016年4月1日
時点）

(出所)厚生労働省(2016a)「第1回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のた
めの検討会 資料3」より作成。 40



子どもの貧困、貧困連鎖の防止

（１）「貧困の連鎖」の防止手段としては、現金給付には限
界がある。（教育、福祉の連携、地域社会の役割）

（２）重要になる自治体の役割

• １）対象児童・家庭への効果的なアウトリーチ：学習支援
＋子ども食堂

• ２）教育面のみならず生活習慣・価値観、児童心理をカバ
ーした包括的かつ継続的な支援（虐待の世代間連鎖）

• 特に劣悪な状況の子ども：「癒やされない傷」をどのよう
にして「癒やすのか」？

• 困難家庭支援政策（ネウボラ）、社会的養護施設への施策
充実

• ３）有効な支援プログラムの開発とその普及が課題（財政
支援）
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２：金融資産：投資の活性化、
世代間移転

• 75歳－80歳から認知症リスク上昇

• 2030年：団塊の世代が80歳代へ

• 認知能力の低下、認知症：判断能力の低下す
る人が増える社会→取引コスト、不確実性（他

害事故を含む）が上昇する。（社会・経済は一
定の認知能力を前提に制度が存在する。）

• 膨大な金融資産が退蔵される（政策面からの
成年後見制度議論）
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認知能力（推計値）と資産運用成績

Korniotis, G., & Kumar, A. (2005). Does investment skill decline due to 
cognitive aging or improve with experience?. Social Sciences Research 
Network.
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重要になる相続資産と相続制度の見直し

44

・相続制度の問題：在宅介護拡大、家族介護と財産を
めぐるトラブル

・介護貢献の評価と遺留分の存在による不確実性の上
昇

・相続制度の見直し：介護貢献の寄与評価と遺留分の
縮小

出典：宮本（2015）
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